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ふるさと納税返礼品規制の影響
※

鈴 木 善 充

概要　本稿では，２０１７年に総務省が各自治体に通知した，ふるさと納税返礼品規制の影響に

ついて分析をおこなった。分析によって以下のことがわかった。第１に，過去３年間におい

て返礼品の調達費用だけで３割を超過していて，今回の規制によっても返礼割合の影響はマ

クロレベルではほとんど効果なかったことがわかった。第２に，規制前後において返礼割合

の分布に大きな変化はないが，返礼割合が５割以下から３割以下が増加し，３割未満が減少

していることから通知を「３割まで許容」と認識した自治体が増加しているものと推察され

る。第３に，規制前の受入額上位３０団体において返礼割合に大きな変化がなく，規制の効果

は薄いことがわかった。

キーワード　ふるさと納税，返礼品，寄付金税制

原稿受理日　２０１９年４月１５日

Abstract　This paper describes the effect of the MIC’s regulation that was a gift returned 

for the hometown tax system.　 This paper provides several lines of evidence that 

follows.　First, the supply cost of gifts for the last three years was over ３０％.　Last 

year’s regulation had only a slight effect at the macro level.　 Second, the range of 

the pure gift rate cost practically remained unchanged, but‘the lower of ５０％ or 

３０％’increased and‘the lower out of ３０％’ decreased in the before and after the implemen-

tation of the regulation.　This fact shows that some local governments consider ３０％ 

or less to be no problem.　Third, the ３０ top local governments that received donations 

from the hometown tax system did change the pure gift rate cost.　 That describes 

the only slight effect of the regulation.
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１．は　じ　め　に

２０１７年４月１日に総務大臣による「ふるさと納税に係る返礼品の送付等について」の通

知が全国知事宛てになされた。通知では，ふるさと納税（寄附）をおこなった納税者に対

する自治体間での返礼品競争が過熱していること，一部の自治体におけるふるさと納税の

趣旨に合致しない返礼品が送付されていることへの指摘に対して懸念を示している。この

ことから通知では，「返礼品のあり方」について言及し，以下のような規制を述べている。

①金銭類似性が高いもの，②資産性の高いもの，③価格が高額なもの，④返礼割合が高

いものである。特に返礼割合については，「３割以下にするように」という具体的な規制

値を設定している。

このような規制の通知がなされたにも関わらず，ふるさと納税は，全国計で２０１６年度の

２,８４４億円から２０１７年度の３,６５３億円に増加している。そこで本稿では，２０１７年度になされ

たふるさと納税への返礼品規制通知がふるさと納税を受け入れる側（自治体）と行う側

（寄附者）に与えた影響を分析する。橋本・鈴木（２０１８）では，２０１７年の規制の通知には

自治体に対する強制力がなく，対応策に差がみられることが指摘されている。本稿では，

規制が設定されてから初めて総務省から発表された『ふるさと納税に関する現況調査』を

ふまえて規制の影響を分析し，現行制度のあり方を検討する。

２．これまでの経緯と制度に対する指摘

ふるさと納税制度は，２００８年４月から開始され，今年で１０年目となる。表１は開始以来

のこれまでの経緯をまとめたものだ。総務省における『ふるさと納税研究会報告書』によ

ると，ふるさと納税制度は２００７年５月の菅義偉総務大臣（当時）の提案を受けて議論が開

始され，寄附金税制を進化させた制度であるとされている�。制度の趣旨は，「地方のふる

さとで生まれ，教育を受け，育ち，進学や就職を機に都会に出て，そこで納税する。その

結果，都会の地方団体は税収を得るが，彼らを育んだ「ふるさと」の地方団体には税収は

ない，そこで，今は都会に住んでいても，自分を育ててくれた「ふるさと」に，自分の意

思でいくらかでも納税できる制度があっても良いのではないか」というものである�。ふ
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�　ふるさと納税研究会（２００７）p.４ 参照。

� 総務省（２００７）『ふるさと納税研究会報告書（平成１９年１０月）』，p.１ から引用。



るさと納税制度は，地方税法を改正することで導入された。

地方創生の推進を意図として，２０１５年に個人住民税（所得割）の特例控除額の限度額が

１割から２割に引き上げられた。また，同年に確定申告不要な給与所得者による寄附を対

象として「ふるさと納税ワンストップ特例制度」が創設された�。ふるさと納税は，制度

の拡充と返礼品の充実と相まって増加し，開始された２００８年度では８１億円だったものが，

２０１５年度に急増して１,６５３億円となり，２０１７年度では３,６５３億円にまで増加している。これ

らの額は，１
　

 件あたりにすると，２００８年度では１５万円であり，２０１５年度では３万円であり，

２０１７年度では２万円である。この値は個人レベルでの小口の寄附が浸透していることを示

し，この背後には返礼品を目的とした寄附が増加しているものと推察される�。

総務省は，２０１５年４月にふるさと納税の急増の背景にある返礼品に対する自治体の対応

に要請をおこなった。要請の内容としては，「換金性の高いプリペイドカード等」「高額又

は寄附額に対し返礼割合の高い返礼品（特産品）」を送らないようにするというものだ。

総務省は，２０１６年４月に返礼品に対する通知を出した。通知の内容としては，２０１５年の

要請よりも具体的となり，「金銭類似性の高いもの（プリペイドカード，商品券，電子マ

ネー・ポイント・マイル，通信料金等）」「資産性の高いもの（電気・電子機器，貴金属，

ゴルフ用品，自転車等）」「高額又は寄附額に対し返礼割合の高い返礼品（特産品）」を送

らないようにするというものであった。

２０１７年４月の通知においては，資産性の高いものとして，家具，楽器などが追加された。

この通知において，初めて返礼割合の具体的な数値を出し，「返礼割合に関しては，社会

通念に照らし良識の範囲内のものとし，少なくとも，返礼品として３割を超える返礼割合

のものを送付している地方団体においては，速やかに３割以下とすること」とされた。し

かし総務省からの通知は返礼割合を３割以下にすることを強制するものではない。総務省

からの通知と同日に，総務省自治税務局市町村税課長から各都道府県総務部長及び，東京

都総務・主税局長宛てに，「ふるさと納税に係る返礼品の送付等に関する留意事項につい

て」という通知が送られている。この通知には，「特に返礼割合が高い返礼品を送付して
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� ふるさと納税ワンストップ特例制度を利用するためには，寄附者は，各自治体から送付された

利用申請書を送り返す必要がある。寄附先の自治体は５つまでに制限され，誤って６カ所以上に

返送した場合，すべてが無効となる。５
　

 カ所以内の寄附の場合は，ふるさと納税による減税が，

所得税でなく，ふるさと納税を行った翌年の６月以降に支払う住民税の減額の形でおこなわれる

仕組みとなっている。

� この間の２０１２年に，ふるさと納税のポータルサイトである「ふるさとチョイス」が開設されて

いる。



いる地方団体に対し，速やかな見直しを求めるものであって，返礼品の返礼割合の妥当な

水準を３割とする趣旨ではありません。」と記述されているからだ�。したがって総務省の

通知に従わない自治体が発生しうることになる。

返礼割合の規制として数値が３割である理由として参考とされているのは，２０１７年に実

施された総務省による「有識者の意見」，「地方団体の実務者の意見」，「地方三団体の意見」

というヒヤリングが存在する�。特に，「有識者の意見」では，具体的な数値について記述

されている。そこでは，「平成２６年度の全国平均である４割か，それより下の３割程度を

上限とすべき。この中で，いかに魅力を PR できるかが各団体の知恵の出しどころではな

いか。」とされている�。

２０１８年４月の通知においては，「返礼品を送付する場合であっても，地方団体の区域内

で生産されたものや提供されるサービスとすることが適切であることから，良識のある対

応をお願いします。」とされ，地元で生産された返礼品であることが追加された。２０１５年

以降，毎年に総務省から返礼品の内容に対する通知がなされてきたが，自治体間における

返礼品競争は過熱していった。２０１８年９月に総務省は，「ふるさと納税に係る返礼品の見

直し状況についての調査結果」において，通知に従わない自治体を公表し，返礼割合が３
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表１　ふるさと納税制度の経緯

ふるさと納税制度が開始２００８年４月

ワンストップ特例制度が開始

特例控除額の限度額の１割から２割に引き上げ
２０１５年１月

総務省から返礼品に対する要請

（高い換金性，高額または高い返礼割合が対象）
２０１５年４月

総務省から返礼品に対する通知

（資産性が高い返礼品が追加対象）
２０１６年４月

総務省から返礼品に対する通知

（資産性が高い返礼品の範囲が広がり，返礼割合の３割規制）
２０１７年４月

総務省から返礼品に対する通知

（返礼品を地元産品であることを追加）
２０１８年４月

返礼品の見直し状況についての調査結果を公表

（通知に従わない自治体を公表，法改正の検討）
２０１８年９月

出所：総務省「ふるさと納税関連資料」より作成�。

� 総務省（２０１７），１０行目から引用。

� 総務省ウェブページで閲覧することができる。ウェブアドレス：http://www.soumu.go.jp/ 

menu_news/s-news/０１zeimu０４_０２００００３７.html（閲覧日：２０１８年１２月３日）

� 総務省（２０１７）p.６，４
　

 行目から引用。

� 総務省 web ページ：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/ 

furusato/archive/（閲覧日：２０１８年９月１９日）



割を超えている自治体と地元産品でない返礼品を送付している自治体をふるさと納税の対

象外とする法改正の検討に至ることとなった。

図１は，総務省が公表した通知に従わない自治体の一覧（１２自治体）である。公表され

た自治体は，返礼割合が３割を超えており，２０１８年８月までに見直す意向がなく，２０１７年

度の受入額が１０億円以上である。一覧に掲載されている１２団体の受入額が合計で４１１億円

なっている。２０１７年度の受入額が３,６５３億円なので，１２団体合計分で１１.３％に相当する。こ

のことは，ふるさと納税を受け入れている自治体の偏りが大きいことを示している。返礼

品を目的としたふるさと納税が，特定の自治体に向けられているものといえる。

このような偏りがあると，自治体間における税収格差の是正効果は小さくなる。このこ

とは，橋本・鈴木（２０１６）で指摘されている。同様の指摘は，更新されたデータによって

も星野（２０１６），稲田（２０１７）でも確認されている。

ふるさと納税が開始される前から返礼品競争に対しては懸念されていた。ふるさと納税

研究会（２００７）では，「寄附を集めるため，地方団体が寄附者に対して特産品などの贈与

を約束したり，高額所得者で過去に居住していた者などに対して個別・直接的な勧誘活動

を強く行うなど，「ふるさと納税」制度を濫用する恐れへの懸念もある。」とされている�。

返礼品競争の過熱に対して，土居（２０１４）は，「ふるさと納税で得た寄附金は，それを

受けた自治体の行政（公益を追求）のために用いるのが基本で，謝礼品は（非営利法人で

許されている程度に）特定の者の利益を増やすことがない範囲で認める，というけじめが

ふるさと納税返礼品規制の影響（鈴木）

─　　（　　）─55

〈返礼割合３割超の返礼品及び地場産品以外の返礼品をいずれも送付している市区町村
で、平成３０年８月までに見直す意向がなく、平成２９年度受入額が１０億円以上の市区町村〉

　※総務省調査及び市区町村への聞き取り結果（平成３０年６月時点）による。

※（　）内は平成２９年度受入額

境町（２１.６億円）茨城県

関市（１４.１億円）岐阜県

小山町（２７.４億円）静岡県

近江八幡市（１７.７億円）滋賀県

泉佐野市（１３５.３億円）大阪府

宗像市（１５.６億円）　上尾町（１２.１億円）福岡県

唐津市（４３.９億円）　嬉野市（２６.７億円）　基山町（１０.９億円）
みやき町（７２.２億円）

佐賀県

佐伯市（１３.５億円）大分県

出所：総務省「ふるさと納税に関する現況調査結果（２０１８年度）」より抜粋。

図１　通知に従わない自治体一覧

� ふるさと納税研究会（２００７）p.２３，１９行目から引用。



必要」としている�。ただし，具体的な返礼品の還元比率を主張しているわけではなく，

「ふるさと納税を契機に起きた地元経済活性化など，副次的な効果が出始めているわけだ

から，頭ごなしに豪華な謝礼品を禁止するというより，個人の自発的な寄附を尊重しつつ，

自治体と非営利法人にある寄附税制での整合性を担保する形で，許される謝礼品の範囲を

位置づけるべき」と主張している�。

佐藤（２０１７）は，総務省の「現況調査（２０１６年度」において，自治体の工夫している取

り組みとして全体の６割が「返礼品の充実」であり，「使途の明確かや事業の充実」を挙

げているのは，３
　

 割に満たなかったことを挙げ，「自治体が主体的に返礼品競争をしてい

るというよりは，それを強いられている面が否めない。」，「他地域の損失で自身の利益を

高めるゼロサム型の競争は，「悪い競争」にあたる。」として�，自治体間競争での悪い例

として，返礼品競争を挙げている。

橋本・鈴木（２０１７）は，２０１７年４月の総務省による３割規制通知の影響を北海道下の自

治体を対象に検討している。橋本・鈴木（２０１７）は，総務省の通知は強制力がないため，

自治体間で対応策にかなりの差があることを指摘し，「今回の通知に対する各自治体の対

応をみると，規制に従わない自治体名の公表など，より強力な措置を検討する段階に近づ

きつつある」としている�。

三角（２０１５）は，自治体が返礼品競争をすることが寄附の効率性を歪めるとし，「本来，

寄附を最も必要としているのは，返礼品を送付できるような資金力が乏しい団体であるに

もかかわらず，課税自主権を認められている自治体が「寄附」の獲得競争に参加すること

は，市場や選挙とは異なる意思に基づき形成される「寄附」の資源配分機能を歪める可能

性がある。」と述べている�。
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� 土居（２０１４）http://toyokeizai.net/articles/-/５０９５４?page=４（閲覧日２０１６年２月２７日）引用。

� 土居（２０１４）http://toyokeizai.net/articles/-/５０９５４?page=４（閲覧日２０１６年２月２７日）引用。

� 佐藤（２０１７）から引用。

� 橋本・鈴木（２０１７）p.３９７，５
　

 行目から引用。

� 三角（２０１５）p.７２，４
　

 行目から引用。



３．規 制 の 影 響

　３.１．マクロレベルの変化

本節では，２０１７年４月の通知において出された，「返礼割合３割以下」という規制には

どのような効果があったのかについてみることにしよう。表２は，過去３年間の返礼割合

の値を算出した結果を表したものだ。表２によると，過去３年間において返礼品の調達に

係る費用は３８％台でほぼ変化がなく，調達費用だけで，３
　

 割を超過していることがわかる。

返礼品の送付に係る費用の割合は，２０１５年では２.６％であったものが，２０１６年に５.３％，２０１７

年に６.６％に上昇している。返礼品が充実している自治体としては，北海道下や宮崎県下の

自治体が挙げられるが，このような自治体から都市部への返礼品の送付には，比較的高い

費用が係る。返礼品の送付費用を返礼品の調達費用に含めている自治体があり，本稿では

返礼割合とは，費用合計額を受入額で割った値とする。返礼割合に対する規制が２０１７年４

月に出されたにもかかわらず，マクロレベルではほとんど効果がなかったことになる。

表３は，２０１６年度と２０１７年度で返礼割合の分布を比較したものである。返礼割合の平均

値は，２０１６年度では３１％であり，２０１７年度では３３％であり，ほとんど変化がない。団体数

の合計が１,７８８と多いために，四分位値も計算すると，２０１６年度では４４％であり，２０１７年度

では４５％であり，これもほとんど変化がない。

ふるさと納税返礼品規制の影響（鈴木）
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表２　返礼割合の変化
（単位：億円）

２０１７年度２０１６年度２０１５年度

１,４０６

３８.５％

１,０９１

３８.４％

６３３

３８.３％

返礼品の調達に係る費用

①／⑦
①

２４１

６.６％

１５０

５.３％

４３

２.６％

返礼品の送付に係る費用

②／⑦
②

５６

１.５％

３１

１.１％

１４

０.９％

広報に係る費用

③／⑦
③

７８

２.１％

５２

１.８％

１８

１.１％

決済等に係る費用

④／⑦
④

２４７

６.８％

１６１

５.７％

８５

５.１％

事務に係る費用，その他

⑤／⑦
⑤

２,０２７

５５.５％

１,４８５

５２.２％

７９３

４８.０％

合計

⑥／⑦
⑥

３,６５３２,８４４１,６５３寄附受入総額（自治体アンケート）⑦

出所：総務省『ふるさと納税現況調査（各年度版）』より作成。



しかし，返礼割合が５０％を超えている団体数は，２０１６年度が２３６であり，２０１７年度が２４０

であり，シェアでみると，いずれも１３％であり，ほぼ変化がない。返礼割合が５０％以下か

ら３０％以内にしている自治体数が２０１６年度の７８５から２０１７年度には９５８に増加している。団

体数シェアでは，１０％p の増加となっている。返礼割合が３０％未満となっている団体数は，

２０１６年度では７６７であったものが，２０１７年度では５９０に減少している。

これらのことから，総務省による規制３割を「３割なら許容」と認識した自治体が増加

しているものと推察できる。３
　

 割規制があったが，返礼品を充実させた自治体が増加し，

これがふるさと納税合計額が増加した原因の１つと考えられる。

返礼割合が高かった自治体の行動についてみてみよう。２０１６年度に返礼割合が５０％を超

えていた自治体は２５５存在していた。この２５５団体おいて，２０１７年度に返礼割合が４０％以下

になっているのは４４団体，３０％以下になっているのは９団体となっている。このことから

２０１７年４月の返礼品規制の効果はかなり限定的であったものと考えられる。一方，２０１６年

度に返礼割合が３０％以下であった自治体は７９３存在していた。この７９３団体において，２０１７

年度に返礼割合が４０％以上になっているのは７９団体，５０％以上になっているのは２６団体と

なっている。規制があったにも関わらず，返礼割合を高めた自治体が存在していることが

わかる。

『ふるさと納税研究会報告書』では，「寄附金を受領した地方団体は，寄附者の「志」に

応えるため，何らかの形でその使途を明らかにすることが望ましい。」とされている�。総

務省は，２０１５年４月の通知において，「寄附を受ける地方団体は，ふるさと納税の使途（寄

附金の使用目的）について，あらかじめ十分な周知を行うなど，当該団体に係るふるさと

納税の目的等が明確に伝わるよう努めること。」としている�。そこで，この通知が効果が
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表３　返礼割合の分布

２０１７年度２０１６年度

シェア団体数シェア団体数

１３％２４０１３％２３６５０％超
５４％９５８４４％７８５５０％～３０％
３３％５９０４３％７６７３０％未満

１００％１,７８８１００％１,７８８合計

３３％３１％返 礼 割 合 平 均 値

４５％４４％返礼割合四分位値

出所：総務省『ふるさと納税現況調査』より作成。

�　ふるさと納税研究会（２００７）p.２６，３
　

 行目から引用。

�　総務省（２０１５）「返礼品（特産品）送付への対応について（２０１５年４月１日）」から引用。



あったのかについてみておこう。

表４は，総務省『現況調査結果』より２０１６年度と２０１７年度における使途の選択状況につ

いての自治体アンケート結果を集計したものだ。使途の選択ができると回答した自治体は

２０１６年度では，全体の１,７８８団体のうち，１,６４９団体であったものが，２０１７年度では１,６９０団

体となり，微増している。分野の選択ができると回答した自治体数は，２０１６年度では１,５８５

団体であったものが，２０１７年度では１,６０９団体となり，これも微増している。具体的な選択

ができると回答した自治体数は，２０１６年度では１３９団体であったものが，２０１７年度では１７６

となり，微増はしているものの，その割合は２０１７年度において９.８％である。これらのこと

から，使途の選択は広がっているが，具体的な選択ができる自治体はかなり少数派である

のが現状である。寄附金であることを考慮すると，具体的な選択ができる自治体が増加す

ることが期待される。

中里（２００７）は，ふるさと納税を正当化できるとすれば，「「ふるさと納税」は，地域活

性化のツール（手段）としては，意義を見いだしうる。先進的自治体を応援し，自治体間

の競争を促す効果が期待できる。」と指摘している�。しかし，現状は，そのようになって

いない。

３.２．受入額上位団体への影響

本節では，規制前に多くのふるさと納税を受け入れた自治体が，規制後に返礼割合を低

下させたのかについてみてみよう。表５は，２０１６年度における受入額上位３０団体の受入額

と返礼割合が２０１７年度にどのように変化したのかについてまとめたものだ。表５によると，

２０１６年度上位３０団体の受入額と返礼割合の平均値は，それぞれ３０億２,１５４万円と４６％である

のに対し，２０１７年度のそれらは，３１億４,７２１万円と６０％である。規制が通知されたにもかか

わらず，受入額と返礼割合の平均値は上昇している。返礼割合が上昇している団体数は，

ふるさと納税返礼品規制の影響（鈴木）
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�　中里（２００７）ふるさと納税導入の是非（下）」日本経済新聞，経済教室，２００７年５月３０日付け

朝刊記事引用。

表４　使途の選択状況の変化

具体的な選択ができる分野の選択ができる使途の選択ができる

１３９（７.８％）１,５８５（８８.６％）１,６４９（９２.２％）
２０１６年度

（１,７８８団体）

１７６（９.８％）１,６０９（９０.０％）１,６９０（９４.５％）
２０１７年度

（１,７８８団体）

出所：総務省『ふるさと納税に関する現況調査結果（２０１７年度・２０１８年度）』より作成。



１８であり，下落している団体数は，１２となっている。勝浦市（千葉県）を除くと，返礼割

合に大きな変化が起きている自治体はない。勝浦市は，２０１６年度において，返礼品として

商品券を出していたが�，総務省と千葉県からふるさと納税の趣旨にそぐわないという指

摘を受けて廃止したという�。

伊那市（長野県）は，２０１６年度では受入額が２位であり，その額は７２億４６９万円であっ

たが，２０１７度では４億４,９３４万円に激減している。伊那市は，２０１６年度では返礼品として，
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表５　規制前後における受入額上位団体の変化
（単位：万円）

２０１７年度２０１６年度
２０１６年度上位３０

返礼割合受 入 額返礼割合受 入 額

６２％７４７,４２２７５％７３３,３１６宮崎県　　都城市

６５％４４,９３４４８％７２０,４６９長野県　　伊那市

５０％２６８,９２８４８％５１２,１２８静岡県　　焼津市

４３％７９１,４８２４３％５００,８６９宮崎県　　都農町

６０％６６７,２２７６２％４５７,３２９佐賀県　　上峰町

２％１２０,６４１０％３６８,６３１熊本県　　熊本市

５９％１７６,９２０６４％３５３,０９９山形県　　米沢市

５０％１,３５３,２５１４２％３４８,３５８ 大阪府 　泉佐野市

５５％２８９,９４６５８％３３５,７５５山形県　　天童市

４５％３９７,３３５５０％３３０,７４３北海道　　根室市

３０３％５４,２２２２２％２９７,３３４千葉県　　勝浦市

４７％２４２,４０７４９％２７６,２３２長野県　　小谷村

５３％２１１,９６４４８％２７４,３５８岡山県　　備前市

５０％３７０,８１５４５％２６４,９０１静岡県　　藤枝市

４７％１８９,８７８４２％２６１,５４４ 長崎県 　佐世保市

５０％３２３,９１９４２％２４９,２６８大分県　　国東市

７５％１６３,４７６４９％２３２,６９８ 山形県 　寒河江市

４６％３０４,０００４０％２２５,３４０鹿児島県　志布志市

５５％１６６,６９３５３％２１２,４８３ 北海道 　上士幌町

６４％３９０,５６４５１％２０４,０１２ 高知県 　奈半利町

５４％１０３,７５５４２％２０１,４３０ 福岡県 　久留米市

５５％４３８,８８８５４％１９４,０８３佐賀県　　唐津市

４２％２７３,６９５３８％１８２,８２９静岡県　　小山町

６６％２６６,９６５６１％１７９,６１７佐賀県　　嬉野市

４６％７６,４２２４７％１７５,２４０神奈川県　小田原市

５４％２１６,２４８４０％１７２,１１５茨城県　　 境町 

４０％２３１,３０５４０％１６７,４６１鹿児島県　 大崎町 

４５％１３６,２１５５２％１６５,５３６島根県　　浜田市

４２％１０７,３８０３２％１６５,２８４長崎県　　平戸市

６０％３１４,７２１４６％３０２,１５４平　均　値

出所：総務省「ふるさと納税に関する現況調査結果（２０１７年度・２０１８年度）」
より作成。

�　１万円の寄附金に対して７,０００円の商品券である。

�　勝浦市企画課へのヒヤリングによる。



家電製品を出していたが，総務省の通知に則るようになた。現在では，伊那市内の事業者

に対して新規提案をおこなっている�。

泉佐野市（大阪府）は，返礼割合については，２０１６年度の４２％から２０１７年度の５０％とな

り，それほど大きな変化がないが，受入額が２０１６年度の３４億８,３５８万円から２０１７年度の１３５

億３,２５１万円に３.９倍も増加している。泉佐野市は，２０１７年度において受入額が１位となっ

ている。泉佐野市は，総務省による「ふるさと納税に係る返礼品の見直し状況についての

調査結果（２０１８年９月１日時点）」における「現況調査の公表の際に団体名を公表した１２

団体の見直し状況」で唯一，見直しの意向について「未回答」とした自治体である�。

規制後に多くのふるさと納税を受け入れた自治体は，規制前では，どのくらいの返礼割

合であったのかについてみてみよう。表６は，２０１７年度における受入額上位３０団体の受入

額と返礼割合の２０１６年度での状況についてまとめたものだ。表６によると，２０１７年度上位

３０団体の受入額と返礼割合の平均値は，それぞれ３７億９０９万円と４９％であるのに対し，２０１６

年度のそれらは，２３億１４万円と４７％である。２０１７年度の受入額上位３０の平均額であること

から，受入額は２０１７年度のほうが大きくなっているが，返礼割合の平均値は，ほとんど変

化がない。このことから返礼割合については，２０１７年度の受入額上位３０団体も総務省の規

制３割を守っていないことがわかる。返礼割合が上昇している団体数は，１５であり，下落

している団体数は，１５となっている。

白糠町（北海道）は，２０１６年度の受入額は８億１,７５５万円であり，返礼割合は４９％となっ

ているが，２０１７年度では受入額が１８億５,５６１万円，返礼割合が７０％と大幅に増加している。

白糠町は，２０１５年１０月から返礼品の送付を開始している。森町（北海道）も２０１６年度から

２０１７年度に受入額が大幅に増加しているが，森町も２０１５年から返礼品の送付を開始してい

る。北海道下の自治体は，ふるさと納税の返礼品が充実しているが，道内で返礼品競争が

過熱しているものと思われる。

都農町（宮崎県）は，返礼割合は規制前後において４３％であり，変化がないが，受入額

が５０億８６９万円から７９億１,４８２万円に大幅に増加している。都農町は，総務省による「ふる

さと納税に係る返礼品の見直し状況についての調査結果（２０１８年９月１日時点）」におけ

ふるさと納税返礼品規制の影響（鈴木）
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�　伊那市 web ページ「ふるさと納税返礼品の新規提案について（伊那市内事業者の皆様　限定）」

（web アドレス：http://www.inacity.jp/kurashi/zeikin/furusatokifu/henreihinnsinnkittei.html

（閲覧日：２０１８年９月１１日）

�　資料によると，「対象返礼品［うなぎ，その他海産物，寿司，干芋・干柿等，和菓子，加工食

品，いちご，りんご，その他果物，野菜，肉，ビール，ピーチポイント，その他多数］の見直し

状況について，未回答」としている。



る「「地場産品以外」と考えられる返礼品の見直し状況（以降，見直し状況とする。）」に

掲載されている。都農町は，キッチン用品等は取りやめているが，海産物，ホテル宿泊券，

酒等は取りやめていないと回答している。

佐賀県下の自治体である，みやき町，上峰町，唐津市，嬉野市がランキングに入ってい

る。これらの自治体は，「見直し状況」に掲載されているが，上峰町のみが「見直す」と

回答している。このように２０１７年度受入額上位３０団体のうち，「見直し状況」に掲載され

ている自治体は１７団体あり，そのうち「取り止めていない」と回答した自治体数は１１団体，

未回答が１団体となっている。上位団体の過半数は総務省からの通知に従っていない状況

となっている。ふるさと納税の趣旨に合わない自治体が多くの寄附を集めているわけだ。
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表６　２０１７年度受入額上位団体の状況
（単位：万円）

２０１７年度２０１６年度
２０１７年度上位３０

返礼割合受 入 額返礼割合受 入 額

５０％１,３５３,２５１４２％３４８,３５８ 大阪府 　泉佐野市

４３％７９１,４８２４３％５００,８６９宮崎県　　都農町

６２％７４７,４２２７５％７３３,３１６宮崎県　　都城市

３７％７２２,３５４３５％１４７,６２８ 佐賀県 　みやき町

６０％６６７,２２７６２％４５７,３２９佐賀県　　上峰町

４３％４９５,１２８４７％９５,６０７和歌山県　 湯浅町 

５５％４３８,８８８５４％１９４,０８３佐賀県　　唐津市

４５％３９７,３３５５０％３３０,７４３北海道　　根室市

６４％３９０,５６４５１％２０４,０１２ 高知県 　奈半利町

５０％３７０,８１５４５％２６４,９０１静岡県　　藤枝市

５０％３２３,９１９４２％２４９,２６８大分県　　国東市

４６％３０４,０００４０％２２５,３４０鹿児島県　志布志市

６１％２９８,０５８６１％８０,６１０北海道　　 森町 

５５％２８９,９４６５８％３３５,７５５山形県　　天童市

４２％２７３,６９５３８％１８２,８２９静岡県　　小山町

５０％２６８,９２８４８％５１２,１２８静岡県　　焼津市

６６％２６６,９６５６１％１７９,６１７佐賀県　　嬉野市

５１％２５６,９１７３７％５７,８５４宮崎県　　高鍋町

４４％２５５,１７７４３％５１,８７４岐阜県　　池田町

４７％２４２,４０７４９％２７６,２３２長野県　　小谷村

４０％２３１,３０５４０％１６７,４６１鹿児島県　 大崎町 

５４％２１６,２４８４０％１７２,１１５茨城県　　 境町 

５３％２１１,９６４４８％２７４,３５８岡山県　　備前市

２％２１１,８３６９％６７,６８６青森県　　青森市

４７％１８９,８７８４２％２６１,５４４ 長崎県 　佐世保市

７０％１８５,５６１４９％８１,７５５北海道　　白糠町

４２％１８３,９８６５０％２９,２７０岐阜県　　七宗町

４８％１８２,９７５５０％１５７,７２３佐賀県　　小城市

３６％１７９,８０２４０％１３４,７１９茨城県　　日立市

４４％１７９,２２４５２％１２５,４３５山形県　　山形市

４９％３７０,９０９４７％２３０,０１４平　均　値

出所：ふるさと納税に関する現況調査結果（２０１７年度・２０１８年度）より作成。



最後に，特定の府県を抽出して，２０１６年度と２０１７年度における受入額と返礼割合の変化

をみてみよう。本稿では，２０１７年度の受入額１位の泉佐野市が含まれる大阪府と２０１６年度

の受入額１位の都城市が含まれる宮崎県を抽出することにした。

３.３．大阪府下の自治体への影響

表７は，大阪府下の自治体（４３団体）のふるさと納税の変化を表したものだ。大阪府下

の自治体は，２０１６年度において３２万４,９５４件，７２億１,６８０万円のふるさと納税を受け入れた。

この値は，２０１７年度においては，９９万１,８１７件，１９８億６,１６５万円にまで急増している。返礼

割合の平均値は２０１６年度の３４％から２０１７年度の３９％に５％p （ポイント）上昇している。ま

た，１
　

 件あたりの受入額は２.３万円から２.０万円に引き下がっていることから小口の寄附が

増加し，ふるさと納税の広がりがみられる。

２０１６年度から２０１７年度に受入額が増加した自治体は，２８団体である。受入額増加の上位

３団体は，泉佐野市，和泉市，岬町である。それぞれの増加額は，１００億４,８９３万円，１２億

７,６０６万円，７
　

 億３,７７４万円である。この３つの自治体の増加寄与度を計算すると，泉佐野

市が１３９％，和泉市が１９％，岬町が１０％となる。増加額４位は，貝塚市であり，その寄与

度は２％にすぎない。上位３つの自治体に寄与度が集中していることがわかる。

泉佐野市，和泉市，岬町は返礼割合が２０１６年度から２０１７年度にかけてそれぞれ９％p，

２
　

 ％p，８
　

 ％p 上昇している。これらの自治体は，総務省の「見直し状況」において掲載さ

れていて，見直しをするとなっているのは，和泉市だけである。和泉市は，ハム，ワイン，

オリーブオイルを１０月中に見直すとしている。大阪府下の自治体の中で，２６団体が「見直

し状況」に掲載され，取り止め済みとしているのは，貝塚市のカニのみである�。２６団体

の中で，見直し予定としているのは，前述した和泉市，四條畷市，熊取町の３団体のみで

ある�。

３.４．宮崎県下の自治体への影響

表８は，宮崎県下の自治体（２６団体）のふるさと納税の変化を表したものだ。宮崎県下

の自治体は，２０１６年度において１２２万３,５５８件，２０５億４９４万円のふるさと納税を受け入れた。

この値は，２０１７年度においては，１５５万１,５９７件，２４８億２,１９１万円となっている。返礼割合

ふるさと納税返礼品規制の影響（鈴木）
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�　貝塚市は肉については取り止めていないと回答している。

�　四條畷市は海産物，熊取町は，アウトドアグッズ，ステーショナリーグッズ，漬物，牛肉，ノ

ベルティグッズ，試合観戦を見直すとしている。
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表７　大阪府下の自治体における規制前後の変化
（単位：件，円）

寄与度
２０１７年度２０１６年度

受入件数
返礼割合受 入 額受入件数返礼割合受 入 額受入件数

１３９％６２％１３,５３２,５０９,２８７８６２,０８２５１％３,４８３,５８２,２３１２１６,６５１泉佐野市

１９％６５％１,６８８,５５１,８１０２５,５４１６３％３１２,４９１,７１５８,６４５和泉市

１０％４６％９９４,７５１,０００９,１７４３８％２５７,００８,６６８２,５９４岬町

２％５５％４２６,７７１,３４４２１,０９９５２％２７３,０９６,５６４１５,７９１貝塚市

２％３１％２８４,０４８,３２１５,５７４４５％１３０,４６９,０００４,５０３枚方市

２％４４％５７６,９６１,００２７,８５３５８％４４１,２９８,７８７７,８０８大東市

１％４４％１４４,１４３,００８１２,３７５４０％５７,２３９,０００４,７９３泉南市

１％４２％１０３,３７７,０２０２,２０１３９％２６,６１０,５１０５１７忠岡町

１％３０％１０９,１６５,７５２２,３４５１６％５３,４２９,２６５１,１１１高槻市

１％３１％６９,６１８,６９０２,０３１１８％２０,４２７,７６５５３８八尾市

１％３９％７４,４０７,８７１１,２００１４％３７,２５０,３７９６５１東大阪市

０％４１％３８,２５８,０００１,９７７３３％２,４９１,０００２０６阪南市

０％１３０％５４,７９９,０００１,８３２１０％２８,６２１,０００４９７富田林市

０％３２％２９,０４６,２０１１,７３５２６％４,０２６,０００２５４高石市

０％３３％１５６,５４２,００８１,７０５２９％１３７,５６８,０００１,７４８泉大津市

０％５３％６０,７５８,５００３,８９７４３％５０,２３１,９００２,８１６茨木市

０％３６％２０,４７０,０００３８１５３％１１,４００,０００２０８守口市

０％４５％１８,７８５,２４９１,０６１４３％９,９３７,０００４８５松原市

０％１４９％１５,０６６,００８８６６１４１％７,１０１,０００３０９羽曳野市

０％５０％２０,８７９,５００５８３３１％１３,８３９,０９８８６２豊能町

０％２７％２２,９０２,８７２３０７１１％１６,９０３,４６２２０３豊中市

０％４７％１０,９７５,４５０４４６８％６,９４１,６８５１５４門真市

０％１０％４,３７０,０００９４１２％１,４９２,０００６５四條畷市

０％２０％５,１２５,５８７１２３２３％３,４２７,６００１２４交野市

０％２６％３,９９０,０００７９２９％２,８５０,０００６７能勢町

０％１８％２,１９６,０００８８０％１,２１６,５７７２４寝屋川市

０％０％３,４５０,０００１７０％２,８１０,０００１２摂津市

０％４６％７,７７８,５００４７０６９％７,７４１,０００３３２藤井寺市

０％４３％５,２６０,０００８４５２％５,５７０,０００８８太子町

０％４４％４,４５２,０００１６２４７％５,０１５,０００２１４田尻町

０％６％２,３８０,３２７３５０％３,４８１,０００３７大阪狭山市

０％２８％１６,８９１,９８７３７４３５％１８,０８７,０００４３４河南町

０％６２％３３,６７５,５２８１,８７４７９％３５,２４０,４９５２,０９７河内長野市

０％２７％５６５,００１２６３％４,３９７,０００２０島本町

０％９％３４,７００,９６９８４４５％４０,１３９,１５１６９０堺市

０％２５％３５,５７８,０１１７２９１１％４７,２８１,１５０６７１箕面市

０％３６％１３１,１５８,４３１２,２０６３４％１４７,９１１,０９３３,２４４岸和田市

０％４３％１３９,２６８,３７０９,０６５３６％１５９,００５,９８４９,３２３池田市

－１％９％２１,６９３,６８４４３８０％７１,２６６,０６１６５４吹田市

－１％３７％３３８,４２４,４８７４,２５９２９％３９６,８２４,６０５１９,２０９熊取町

－１％４６％４５,４９８,３６７１,３３６１１３％１２６,３４０,０００１,９４９柏原市

－１％１％４３９,９０３,０５７１,７１００％５２１,１４６,６１３１,１７２大阪市

－１％６３％１３２,５０１,５００１,５３９６３％２３３,５９７,０６０３,１８４千早赤阪村

出所：ふるさと納税に関する現況調査結果（２０１７年度・２０１８年度）より作成。



の平均値は２０１６年度の５３％から２０１７年度の５９％に６％p 上昇している。また，１件あたり

の受入額は１.７万円から１.６万円へとほとんど変化がない。宮崎県は，返礼品が充実してい

ることで有名となっている。

２０１６年度から２０１７年度に受入額が増加した自治体数は，１２団体である。受入額増加上位

３団体は，都農町，高鍋町，新富町である。それぞれの増加額は，２９億６１２万円，１９億９,０６３

万円，４
　

 億８,５６０万円である。この３つの自治体の増加寄与度を計算すると，都農町が１４％，

高鍋町が１０％，新富町が２％となる。上位２つの自治体に寄与度が集中していることがわ

かる。

２０１６年度から２０１７年度にかけて返礼割合が上昇しているのは，高鍋町のみであり，７
　

 ％p 

上昇している。都農町は横ばいであり，新富町は１３％p 下落している。これらの自治体は，

ふるさと納税返礼品規制の影響（鈴木）
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表８　宮崎県下の自治体における規制前後の変化
（単位：件，円）

寄与度
２０１７年度２０１６年度

返礼割合受入額受入件数返礼割合受入額受入件数

１４％６０％７,９１４,８１８,７１０４３０,０１８６０％５,００８,６９４,６４１２５７,２６８都農町

１０％６６％２,５６９,１６９,３５２２０８,７７１５９％５７８,５４１,２０４３７,８８６高鍋町

２％５４％９０８,３６３,５９５４５,７８１６７％４２２,７５９,７９９２８,８６４新富町

１％６８％７,４７４,２１９,５２１５２３,１６４７８％７,３３３,１６１,１４２５２８,２４２都城市

０％６９％１,１９６,３０２,３１０１００,１１９５２％１,１２６,４１５,５００８１,４９１川南町

０％５１％４４０,６０７,３５２１２,５３０４６％４０６,２７９,００１１０,６８５宮崎市

０％５７％４３,２３７,５００２,４７８４６％１８,６６５,４４５７５３椎葉村

０％５５％６９,１０２,０００３,５２４３４％６２,３９９,３０４２,５５１延岡市

０％４３％２５,８９３,０００１,３８５３７％１９,２１０,４６０１,０２０日之影町

０％５６％１８０,５７７,５０３１１,３３６１００％１７５,８０７,７００１０,２６６高千穂町

０％６０％１１９,２３５,０００４,１４７６０％１１４,９７０,１００３,７６８三股町

０％３４％１５,２７０,０００３９１３１％１２,７７２,０００３４４五ヶ瀬町

０％３０％４７０,０００１３２９％５３０,０００１２西米良村

０％４６％１０,８２３,０００５８０３９％１２,８１６,０００５２８門川町

０％５１％８,０５３,０００６７４５９％１１,７１０,０１９１,４８７美郷町

０％６１％２７８,２５８,３８４１４,４５８６１％２８２,２３０,７４４１５,３４０日向市

０％７１％３１０,８５７,１６３２１,０３６６６％３２８,７６３,８２６３０,６５２高原町

０％４２％８,３１２,０００３６９１１％２７,８５７,３１３１,２３９諸塚村

０％５９％５５８,２７６,１３４３４,３５２６０％５８０,６６２,０００２４,８７５えびの市

０％８３％３７,２７７,０００２,２１５４５％６４,１２５,０００３,４９５国富町

－１％９０％６５４,４５６,２２８４０,１６９３８％７６５,６５０,００２２３,８８４西都市

－１％７１％１７９,０８２,７３７１０,５５２６５％３０６,８８３,１０９１９,７３２日南市

－１％４６％９１４,０９６,１２９２９,９９１３２％１,０５５,４６２,４２７２９,９３０小林市

－１％５８％１９８,６５７,１００１２,２１４６７％３８２,５１１,５０１１２,３６４木城町

－１％７５％１０２,４４９,５００５,８７３８３％４０８,５４３,０８７３３,７６４串間市

－２％７６％６０４,０４９,４１１３５,４５７５９％９９７,５１７,９９４６３,１１８綾町

出所：ふるさと納税に関する現況調査結果（２０１７年度・２０１８年度）より作成。



総務省の「見直し状況」において掲載されていて，取り止め済みとなっているのは，新富

町だけである。新富町は，酒類（ビール，酎ハイ等）を取り止め済みとしている。神農町

は，総務省から地場産品以外の返礼品として，海産物，ホテル宿泊券，酒等が挙げられ，

高鍋町は，学用品，日用品類，酒が挙げられている。

宮崎県下の自治体の中で，７
　

 団体が「見直し状況」に掲載され，取り止め済みとしてい

るのは，新富町の他に木城町のワインのみである。７
　

 団体の中で，見直し予定としている

のは，日南市と川南町のみである�。宮崎県下の自治体で２０１６年度においては，西米良村

のみが返礼割合が３０％を下回っていた（２９％）が，２０１７年度ではすべての自治体の返礼割

合が３０％を超えている。宮崎県下の自治体においては，返礼規制３割は効果がなかったと

いえる。

４．分　析　結　果

これまでの分析結果をまとめると，以下のようになる。ふるさと納税が急増した背景に

ある返礼品競争の過熱があり，総務省は２０１５年４月から毎年，自治体の対応に要請と通知

をおこなってきた。２０１７年の通知では，返礼割合を３割以下にするという具体的な規制を

設定した。

２０１８年６月に３割規制が設けられてから初めてのデータが総務省から発表された。過去

のデータと比較してみると，過去３年間において返礼品の調達に係る費用は３８％台でほぼ

変化がなく，調達費用だけで，３割を超過していることがわかった。本稿の分析では，返

礼割合に対する規制が２０１７年４月に出されたにもかかわらず，マクロレベルではほとんど

効果がなかった。

規制前後である２０１６年度と２０１７年度で返礼割合の分布を比較してみても，平均値と四分

位置にほとんど変化がない。しかし，返礼割合が５０％以下から３０％以内にしている自治体

数が増加し，返礼割合を３０％未満にしている自治体数が減少していることから，総務省に

よる規制３割を「３割なら許容」と認識した自治体が増加しているものと推察できる。

２０１６年度に返礼割合が５０％を超えていた自治体は２５５存在していたが，これらの自治体

で２０１７年度に返礼割合が３０％以下になっているのは９団体しかない。このことから２０１７年

４月の返礼品規制の効果はかなり限定的であったものと考えられる。一方，２０１６年度に返
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�　いずれの自治体も食事券を見直すとしている。



礼割合が３０％以下であった自治体は７９３存在していたが，これらの自治体で，規制があっ

たにも関わらず，返礼割合を高めた自治体が存在している。

ふるさと納税の趣旨からは，ふるさと納税を受け入れた自治体は，その使途を明確にす

ることが望ましいとされる。これまでのデータによると，使途の選択は広がっているが，

具体的な選択ができる自治体はかなり少ないのが現状である。

２０１６年度における受入額上位３０団体の受入額と返礼割合が２０１７年度にどのように変化し

たのかについて分析したところ，受入額と返礼割合の平均値は上昇していることがわかっ

た。返礼割合が上昇している団体数は１８，下落している団体数１２となっている。過去に商

品券を返礼品にしており，今般にそれを廃止した勝浦市（千葉県）を除くと，返礼割合に

大きな変化が起きている自治体はないことから，規制前の受入額上位の自治体に対して，

規制はあまり効果がない。

規制後に多くのふるさと納税を受け入れた自治体上位３０団体の返礼割合は，２０１６年度に

おいても同じレベルである。このことから返礼割合については，２０１７年度の受入額上位３０

団体も総務省の規制３割を守っていない。

２０１７年度の受入額１位の泉佐野市が含まれる大阪府と２０１６年度の受入額１位の都城市が

含まれる宮崎県を抽出して分析をおこなった。

大阪府下の自治体４３団体は，２０１６年度において３２万４,９５４件，７２億１,６８０万円のふるさと

納税を受け入れた。この値は，２０１７年度においては，９９万１,８１７件，１９８億６,１６５万円にまで

急増している。返礼割合の平均値は２０１６年度の３４％から２０１７年度の３９％に５％p 上昇して

いる。大阪府下における受入額増加の上位３団体は，泉佐野市，和泉市，岬町である。こ

の３つの自治体の増加寄与度を計算すると，上位３つの自治体に寄与度が集中している。

泉佐野市，和泉市，岬町は返礼割合が２０１６年度から２０１７年度にかけてそれぞれ９％p，

２
　

 ％p，８
　

 ％p 上昇している。これらの自治体は，総務省の「見直し状況」において掲載さ

れていて，見直しをするとなっているのは，和泉市だけである。大阪府下の自治体の中で，

２６団体が「見直し状況」に掲載され，取り止め済みとしているのは，貝塚市のみである。

２６団体の中で，見直し予定としているのは，和泉市，四條畷市，熊取町の３団体のみである。

宮崎県下の自治体２６団体は，２０１６年度において１２２万３,５５８件，２０５億４９４万円のふるさと

納税を受け入れた。この値は，２０１７年度においては，１５５万１,５９７件，２４８億２,１９１万円となっ

ている。返礼割合の平均値は２０１６年度の５３％から２０１７年度の５９％に６％p 上昇している。

２０１６年度から２０１７年度に受入額が増加した自治体数は，１２団体である。受入額増加上位

３団体は，都農町，高鍋町，新富町である。この３つの自治体の増加寄与度を計算すると，

ふるさと納税返礼品規制の影響（鈴木）
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上位２つの自治体に寄与度が集中している。

２０１６年度から２０１７年度にかけて返礼割合が上昇しているのは，高鍋町のみであり，７
　

 ％p 

上昇している。都農町は横ばいであり，新富町は１３％p 下落している。これらの自治体は，

総務省の「見直し状況」において掲載されていて，取り止め済みとなっているのは，新富

町だけである。

宮崎県下の自治体の中で，７
　

 団体が「見直し状況」に掲載され，取り止め済みとしてい

るのは，新富町と木城町のみである。７
　

 団体の中で，見直し予定としているのは，日南市

と川南町のみである。宮崎県下の自治体で２０１６年度においては，西米良村のみが返礼割合

が３０％を下回っていた（２９％）が，２０１７年度ではすべての自治体の返礼割合が３０％を超え

ている。宮崎県下の自治体においては，返礼規制３割は効果がなかったといえる。

５．さ　い　ご　に

本稿での分析結果からふるさと納税制度に対する改善の方向性を述べることにしよう。

２０１５年度以降に，ふるさと納税に対して税制上の優遇措置を拡大して以降，返礼品競争

の過熱と相まってふるさと納税は急増した。２０１７年４月に総務省は返礼割合３割規制の通

知を出したが，本稿の分析結果では，この規制の効果は薄いものといえる。返礼割合が同

じレベルであれば，１
　

 カ所の自治体に対する１００万円の寄附に対する高額な返礼品のケー

スと１００カ所の自治体に１万円ずつ寄附するケースの経済的利得は同じである。したがっ

て高額な返礼品を問題視するより，返礼割合を規制する総務省のやり方は妥当であり，３
　

 

割という基準も適切である。

ふるさと納税制度は，高所得者に有利な制度となっており，高所得者に豪華な返礼品が

わたるという犠牲がともなわない寄附金制度は問題視される。また使途を具体的に選択で

きない自治体の現状も問題である。したがって，ふるさと納税制度の改善策としては，第

１に，特例控除部分を段階的に引き下げることで，ふるさと納税の激減を防ぎながら，現

行にある認定 NPO 法人に対する寄附金税制に近づけることである。第２に，使途の具体

的な選択とその支出に関して具体的な情報を公開しない自治体は，ふるさと納税の対象外

とすることである。第３に，総務省が２０１８年９月に発表したように，返礼割合が３割を超

えている自治体と地元産品でない返礼品を送付している自治体をふるさと納税の対象外と

する法改正を検討することで，ふるさと納税の趣旨に合うような制度設計にしていくこと

である。
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